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65
歳
以
上
の
年
金
受
給
者
で
、
町
県
民
税
（
個
人
住
民
税
）
を

納
め
て
い
る
方
に
お
知
ら
せ
で
す
。

　
平
成
22
年
10
月
か
ら
、
町
県
民
税
の
公
的
年
金
か
ら
の
引
き
落

と
し
（
特
別
徴
収
制
度
）
が
始
ま
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
こ
れ

ま
で
年
金
受
給
者
の
方
が
年
金
を
受
け
取
っ
て
か
ら
役
場
や
金
融

機
関
な
ど
で
納
税
し
て
い
た
町
県
民
税
を
、
年
金
の
支
払
い
を
す

る
年
金
保
険
者
（
厚
生
労
働
省
な
ど
）
が
公
的
年
金
か
ら
引
き
落

と
し
て
直
接
町
に
納
入
す
る
よ
う
に
な
る
た
め
、
納
税
の
手
間
が

省
か
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
22
年
10
月
か
ら
導
入
さ
れ
る

町
県
民
税
の
特
別
徴
収
制
度
は
、
年

金
の
支
払
い
を
す
る
年
金
保
険
者

（
厚
生
労
働
省
な
ど
）
が
町
県
民
税

を
公
的
年
金
か
ら
引
き
落
と
し
、
直

接
、
町
に
納
め
る
仕
組
み
で
す
。

　

こ
の
制
度
は
、
65
歳
以
上
の
公
的

年
金
受
給
者
で
町
県
民
税
の
納
税
義

務
の
あ
る
方
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

問
ど
の
よ
う
な
方
が
対
象
と
な
り
ま

す
か
？

答
こ
の
特
別
徴
収
制
度
の
対
象
と
な

る
方
は
、
4
月
1
日
現
在
65
歳
以

上
の
公
的
年
金
の
受
給
者
で
、
前

年
中
の
年
金
所
得
に
か
か
る
町
県

民
税
の
納
税
義
務
の
あ
る
方
で
す
。

　
　

た
だ
し
、「
介
護
保
険
料
の
特

別
徴
収
対
象
と
な
ら
な
い
方
」
や

「
そ
の
年
度
の
町
県
民
税
の
特
別

徴
収
税
額
が
老
齢
基
礎
年
金
等
の

額
を
超
え
る
方
」
な
ど
は
対
象
と

は
な
り
ま
せ
ん
。

問
す
べ
て
の
年
金
が
引
き
落
と
し
の

対
象
と
な
る
の
で
し
ょ
う
か
？

答
老
齢
基
礎
年
金
ま
た
は
昭
和
60
年

以
前
の
制
度
に
よ
る
老
齢
年
金
、

退
職
年
金
な
ど
が
引
き
落
と
し
の

対
象
と
な
る
年
金
で
す
。
障
が
い

年
金
や
遺
族
年
金
な
ど
の
非
課
税

の
年
金
か
ら
は
町
県
民
税
の
引
き

落
と
し
は
さ
れ
ま
せ
ん
。

問
給
与
所
得
に
か
か
る
町
県
民
税
額

も
年
金
か
ら
引
き
落
と
し
と
な
る

の
で
し
ょ
う
か
？

答
引
き
落
と
し
さ
れ
る
の
は
、
年
金

所
得
に
か
か
る
町
県
民
税
額
の
み

で
す
。
給
与
所
得
な
ど
、
年
金
所

得
以
外
の
所
得
に
か
か
る
町
県
民

税
に
つ
い
て
は
、
別
途
、
従
来
ど

お
り
の
方
法
で
納
め
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

● これまでは

● 平成 22 年 10 月からは

厚生労働省など
（年金保険者）

町県民税

役場
金融機関など 只見町

只見町

年金受給者

年金受給者

平成22年10月から、町県民税の
年金からの引き落としが始まります

＜普通徴収＞

＜特別徴収＞

年4回、納税者が自ら役場・金融機関などの窓口へ出向き納税していました

年金保険者が年金から住民税を引き落としし、町へ直接納入します

町県民税

厚生労働省など
（年金保険者）
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これまでの納め方

平成 22 年度の納め方

「詳しくは、町民生活課税務班☎ 82 － 5110 にお問い合わせください。」

平成 23 年度以降の納め方

　特別徴収制度は、年金受給者の方が直接市町村に納めていただく方法から、年金保険者が本人に代わっ
て直接町に納入する方法に変更するものであり、新たな税負担が生じるものではありません。

　この制度の導入によって、年金受給者で町県民税の納税義務のある方の納税の手間が省かれるととも
に、町の事務が効率的になります。

　年金からの町県民税の引き落としは、平成 22 年 10 月支給分の年金から始まります。平成 22 年度の町
県民税の税額の半分は、年度の前半（6月、8月）にこれまでどおり納付書で納めていただきます。

　対象となる方には、町が送付する納税通知書によって、引き落とし（特別徴収）される税額をお知ら
せします。平成 22 年度の納税通知書は 6月 10 日頃お送りしております。

＊年間税額の四分の一ずつ納付書で納めていただいていました。

＊6月と8月は年間税額の四分の一ずつをこれまでどおり納付書で納めていただきます。10月、12
月、2月は年間税額の六分の一ずつ年金から引き落としします。

＊4月、6月、8月は、前年度の2月分の税額と同額を年金から引き落とします。（仮徴収）
＊10月、12月、2月は、公的年金等の所得に係る年間税額から仮徴収税額（4月、6月、8月分）を差し
引いた額の三分の一ずつを引き落とします。（本徴収）

納付書で納める（普通徴収）
月 6 月 8 月 11 月 1 月
税額 1,500 円 1,500 円 1,500 円 1,500 円

算出方法 1/4 1/4 1/4 1/4

納付書で納める（普通徴収） 年金から引き落とし（特別徴収）
月 6 月 8 月 10 月 12 月 2 月
税額 1,500 円 1,500 円 1,000 円 1,000 円 1,000 円
算出方法 1/4 1/4 1/6 1/6 1/6

年金から引き落とし（特別徴収）
月 4 月 6 月 8 月 10 月 12 月 2 月
税額 1,000 円 1,000 円 1,000 円 1,000 円 1,000 円 1,000 円
算出方法 前年度 2 月と同じ額 23 年度の年間税額の残りの 1/3 ずつ

●新たな税負担が生じるものではありません●

●引き落としの開始は平成22年10月支給分の年金から●

≪【例】町県民税の年間税額が6,000円（年金所得のみ）の場合の納め方については下のとおりです≫


